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附 則 

この規程は、平成２５年７月８日より施行する。 
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 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号。

以下「原子炉等規制法」という。）第４３条の３の６第１項第３号に規定する「重大事

故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力」の審査を行

う際の審査基準は、以下のとおりとする。  
 
Ⅰ 定義 
 
 本規程において使用する用語は、原子炉等規制法、実用発電用原子炉の設置、運転等

に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「実用炉規則」という。）及び

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則（平成２

５年原子力規制委員会規則第５号。以下「設置許可基準規則」という。）において使用

する用語の例による。 
 
Ⅱ 要求事項 
 
 発電用原子炉施設において、重大事故に至るおそれがある事故（運転時の異常な過渡

変化及び設計基準事故を除く。以下同じ。）若しくは重大事故（以下「重大事故等」と

総称する。）が発生した場合又は大規模な自然災害若しくは故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合におけ

る当該事故等に対処するために必要な体制の整備に関し、原子炉等規制法第４３条の３

の２４第１項の規定に基づく保安規定等において、以下の項目が規定される方針である

ことを確認すること。 
 なお、申請内容の一部が本要求事項に適合しない場合であっても、その理由が妥当な

ものであれば、これを排除するものではない。 
 
１．重大事故等対策における要求事項 
 
１.０ 共通事項 
 
（１）重大事故等対処設備に係る要求事項 
 ①切替えの容易性 
 発電用原子炉設置者において、本来の用途以外の用途として重大事故等に対処する

ために使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から速やかに切り替えるため

に必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されてい

ること。 
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 ②アクセスルートの確保 
 発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場合において、可

搬型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状況を把握するため、工場又

は事業所（以下「工場等」という。）内の道路及び通路が確保できるよう、実効性の

ある運用管理を行う方針であること。 
 
（２）復旧作業に係る要求事項 
 ①予備品等の確保 
 発電用原子炉設置者において、重要安全施設（設置許可基準規則第２条第９号に規

定する重要安全施設をいう。）の取替え可能な機器及び部品等について、適切な予備

品及び予備品への取替のために必要な機材等を確保する方針であること。 
 
 ②保管場所 
 発電用原子炉設置者において、上記予備品等を、外部事象の影響を受けにくい場所

に、位置的分散などを考慮して保管する方針であること。 
 
 ③アクセスルートの確保 
 発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場合において、設

備の復旧作業のため、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、実効性のある運用

管理を行う方針であること。 
 
（３）支援に係る要求事項 
 発電用原子炉設置者において、工場等内であらかじめ用意された手段（重大事故等

対処設備、予備品及び燃料等）により、事故発生後７日間は事故収束対応を維持でき

る方針であること。 
 また、関係機関と協議・合意の上、外部からの支援計画を定める方針であること。 
 さらに、工場等外であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備、予備品及び

燃料等）により、事象発生後６日間までに支援を受けられる方針であること。 
 
（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 
 発電用原子炉設置者において、重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるよう、あら

かじめ手順書を整備し、訓練を行うとともに人員を確保する等の必要な体制の適切な

整備が行われているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．１ 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等 
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 発電用原子炉設置者において、運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉の

運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合又は当該事

象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに、発電用原子炉を未臨界に

移行するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切

に示されていること。 
 
１．２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって、

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても

炉心の著しい損傷を防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な手順等が適

切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．３ 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であって、

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合においても

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを減圧するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること。 
 
１．４ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であって、

設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合においても

炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、発電用原子炉を冷却す

るために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示さ

れていること。 
 
１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ

熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の

破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため、最終

ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 
 
１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 
１ 発電用原子炉設置者において、設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の
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冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉格納容器

内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等が適切に整備されているか、又は

整備される方針が適切に示されていること。 
２ 発電用原子炉設置者は、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器

の破損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を

低下させるために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適

切に示されていること。 
 
１．７ 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の破損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために

必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されている

こと。 
 
１．８ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却

するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 
 
１．９ 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）による破損を防止す

る必要がある場合には、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要

な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建

屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納するための施

設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要がある場

合には、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等が適

切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．１１ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 
１ 発電用原子炉設置者において、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し、

又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽
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の水位が低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料（以下

「貯蔵槽内燃料体等」という。）を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するた

めに必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 
２ 発電用原子炉設置者は、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えいその他の要因に

より当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合において貯蔵槽内燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するために必要な手順等が適切に整備

されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．１２ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 
 発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯

蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散

を抑制するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適

切に示されていること。 
 
１．１３ 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 
 発電用原子炉設置者において、設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事

故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基

準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備され

る方針が適切に示されていること。 
 
１．１４ 電源の確保に関する手順等 
 発電用原子炉設置者において、電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場

合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損

傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体（以下「運転停止中原子炉内燃料

体」という。）の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するために必要な手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．１５ 事故時の計装に関する手順等 
 発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生し、計測機器（非常用のものを含

む。）の故障により当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータ

を計測することが困難となった場合において当該パラメータを推定するために有効

な情報を把握するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること。 
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１．１６ 原子炉制御室の居住性等に関する手順等 
 発電用原子炉設置者において、原子炉制御室に関し、重大事故が発生した場合にお

いても運転員がとどまるために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備さ

れる方針が適切に示されていること。 
 
１．１７ 監視測定等に関する手順等 
１ 発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生した場合に工場等及びその周辺

（工場等の周辺海域を含む。）において発電用原子炉施設から放出される放射性物質

の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために必要な

手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
２ 発電用原子炉設置者は、重大事故等が発生した場合に工場等において風向、風速そ

の他の気象条件を測定し、及びその結果を記録するために必要な手順等が適切に整備

されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．１８ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 
 発電用原子炉設置者において、緊急時対策所に関し、重大事故等が発生した場合に

おいても、重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が緊急時対策所にとど

まり、重大事故等に対処するために必要な指示を行うとともに、発電用原子炉施設の

内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡し、重大事故等に対処するために必

要な数の要員を収容する等の現地対策本部としての機能を維持するために必要な手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
１．１９ 通信連絡に関する手順等 
 発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生した場合において発電用原子炉施

設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
 
２．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応に

おける要求事項 
 
２．１ 可搬型設備等による対応 
 発電用原子炉設置者において、大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊（以下「大規模損壊」と

いう。）が発生した場合における体制の整備に関し、以下の項目についての手順書が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。また、当
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該手順書に従って活動を行うための体制及び資機材が適切に整備されているか、又は

整備される方針が適切に示されていること。 
 一 大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火活動に

関すること。 
 二 大規模損壊発生時における炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関する

こと。 
 三 大規模損壊発生時における原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関

すること。 
 四 大規模損壊発生時における使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及

び燃料体の著しい損傷を緩和するための対策に関すること。 
 五 大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減するための対策に関する

こと。 
 
２．２ 特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体制の整備 
  発電用原子炉設置者において、特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体

制が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
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Ⅲ 要求事項の解釈 
 

 要求事項の規定については、以下のとおり解釈する。 
なお、本項においては、要求事項を満たすために必要な措置のうち、手順等の整備が

中心となるものを例示したものである。重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を

実施するために必要な技術的能力には、以下の解釈において規定する内容に加え、設置

許可基準規則に基づいて整備される設備の運用手順等についても当然含まれるもので

あり、これらを含めて手順等が適切に整備されなければならない。 
また、以下の要求事項を満足する技術的内容は、本解釈に限定されるものでなく、要

求事項に照らして十分な保安水準が達成できる技術的根拠があれば、要求事項に適合す

るものと判断する。 
 
１．重大事故等対策における要求事項の解釈 
 
１.０ 共通事項 
 
（１）重大事故等対処設備に係る要求事項 
 ①切り替えの容易性 
【要求事項】（注：Ⅱ 要求事項の再掲。以下同じ。） 
 
 発電用原子炉設置者において、本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するた

めに使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から速やかに切り替えるために必

要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 
 
 
 
 ②アクセスルートの確保 
【要求事項】 
 
 発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場合において、可搬

型重大事故等対処設備を運搬し、又は他の設備の被害状況を把握するため、工場又は事

業所（以下「工場等」という。）内の道路及び通路が確保できるよう、実効性のある運

用管理を行う方針であること。 
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（２）復旧作業に係る要求事項 
①予備品等の確保 
【要求事項】 
 
  発電用原子炉設置者において、重要安全施設（設置許可基準規則第２条第９号に規

定する重要安全施設をいう。）の取替え可能な機器及び部品等について、適切な予備

品及び予備品への取替のために必要な機材等を確保する方針であること。 
 
 
【解釈】 
１ 「適切な予備品及び予備品への取替のために必要な機材等」とは、気象条件等を考

慮した機材、ガレキ撤去等のための重機及び夜間対応を想定した照明機器等を含む

こと。 
 
 
②保管場所 
【要求事項】 
 
  発電用原子炉設置者において、上記予備品等を、外部事象の影響を受けにくい場所

に、位置的分散などを考慮して保管する方針であること。 
 
 
 
③アクセスルートの確保 
【要求事項】 
 
  発電用原子炉設置者において、想定される重大事故等が発生した場合において、設

備の復旧作業のため、工場等内の道路及び通路が確保できるよう、実効性のある運用

管理を行う方針であること。 
 
 
 
（３）支援に係る要求事項 
【要求事項】 
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  発電用原子炉設置者において、工場等内であらかじめ用意された手段（重大事故等

対処設備、予備品及び燃料等）により、事故発生後７日間は事故収束対応を維持でき

る方針であること。 
 また、関係機関と協議・合意の上、外部からの支援計画を定める方針であること。 
 さらに、工場等外であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備、予備品及び燃

料等）により、事象発生後６日間までに支援を受けられる方針であること。 
 
 
 
（４）手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備 
【要求事項】 
 
 発電用原子炉設置者において、重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるよう、あらか

じめ手順書を整備し、訓練を行うとともに人員を確保する等の必要な体制の適切な整備

が行われているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
 
【解釈】 
１ 手順書の整備は、以下によること。 
 ａ）発電用原子炉設置者において、全ての交流動力電源及び常設直流電源系統の喪失、

安全系の機器若しくは計測器類の多重故障又は複数号機の同時被災等を想定し、

限られた時間の中において、発電用原子炉施設の状態の把握及び実施すべき重大

事故等対策について適切な判断を行うため、必要となる情報の種類、その入手の

方法及び判断基準を整理し、まとめる方針であること。 
 ｂ）発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防

ぐために最優先すべき操作等の判断基準をあらかじめ明確化する方針であること。

（ほう酸水注入系(SLCS)、海水及び格納容器圧力逃がし装置の使用を含む。） 
 ｃ）発電用原子炉設置者において、財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針が

適切に示されていること。 
 ｄ）発電用原子炉設置者において、事故の進展状況に応じて具体的な重大事故等対策

を実施するための、運転員用及び支援組織用の手順書を適切に定める方針である

こと。なお、手順書が、事故の進展状況に応じていくつかの種類に分けられる場

合は、それらの構成が明確化され、かつ、各手順書相互間の移行基準を明確化す

る方針であること。 
 ｅ）発電用原子炉設置者において、具体的な重大事故等対策実施の判断基準として確
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認される水位、圧力及び温度等の計測可能なパラメータを手順書に明記する方針

であること。また、重大事故等対策実施時のパラメータ挙動予測、影響評価すべ

き項目及び監視パラメータ等を、手順書に整理する方針であること。 
 ｆ）発電用原子炉設置者において、前兆事象を確認した時点での事前の対応(例えば
大津波警報発令時の原子炉停止･冷却操作)等ができる手順を整備する方針である
こと。 

 
２ 訓練は、以下によること。 
 ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策は幅広い発電用原子炉施設の状況

に応じた対策が必要であることを踏まえ、その教育訓練等は重大事故等時の発電

用原子炉施設の挙動に関する知識の向上を図ることのできるものとする方針であ

ること。 
 ｂ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて、

定期的に知識ベースの理解向上に資する教育を行うとともに、下記３a）に規定す
る実施組織及び支援組織の実効性等を総合的に確認するための演習等を計画する

方針であること。 
 ｃ）発電用原子炉設置者において、普段から保守点検活動を自らも行って部品交換等

の実務経験を積むことなどにより、発電用原子炉施設及び予備品等について熟知

する方針であること。 
 ｄ）発電用原子炉設置者において、高線量下、夜間及び悪天候下等を想定した事故時

対応訓練を行う方針であること。 
 ｅ）発電用原子炉設置者において、設備及び事故時用の資機材等に関する情報並びに

マニュアルが即時に利用できるよう、普段から保守点検活動等を通じて準備し、

及びそれらを用いた事故時対応訓練を行う方針であること｡ 
 

３ 体制の整備は、以下によること。 
 ａ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策を実施する実施組織及びその支援

組織の役割分担及び責任者などを定め、効果的な重大事故等対策を実施し得る体

制を整備する方針であること。 
 ｂ）実施組織とは、運転員等により構成される重大事故等対策を実施する組織をいう。 
 ｃ）実施組織は、工場等内の全発電用原子炉施設で同時に重大事故が発生した場合に

おいても対応できる方針であること。 
 ｄ）支援組織として、実施組織に対して技術的助言を行う技術支援組織及び実施組織

が重大事故等対策に専念できる環境を整える運営支援組織等を設ける方針である

こと。 
 ｅ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施が必要な状況においては、
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実施組織及び支援組織を設置する方針であること。また、あらかじめ定めた連絡

体制に基づき、夜間及び休日を含めて必要な要員が招集されるよう定期的に連絡

訓練を実施することにより円滑な要員招集を可能とする方針であること。 
 ｆ）発電用原子炉設置者において、重大事故等対策の実施組織及び支援組織の機能と

支援組織内に設置される各班の機能が明確になっており、それぞれ責任者を配置

する方針であること。 
 ｇ）発電用原子炉設置者において、指揮命令系統を明確化する方針であること。また、

指揮者等が欠けた場合に備え、順位を定めて代理者を明確化する方針であること。 
 ｈ）発電用原子炉設置者において、上記の実施体制が実効的に活動するための施設及

び設備等を整備する方針であること。 
 ｉ）支援組織は、発電用原子炉施設の状態及び重大事故等対策の実施状況について、

適宜工場等の内外の組織へ通報及び連絡を行い、広く情報提供を行う体制を整え

る方針であること。 
 ｊ）発電用原子炉設置者において、工場等外部からの支援体制を構築する方針である

こと。 
 ｋ）発電用原子炉設置者において、重大事故等の中長期的な対応が必要となる場合に

備えて、適切な対応を検討できる体制を整備する方針であること。 
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１．１ 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にするための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、運転時の異常な過渡変化時において発電用原子炉の

運転を緊急に停止することができない事象が発生するおそれがある場合又は当該事

象が発生した場合においても炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉冷却材圧力バ

ウンダリ及び原子炉格納容器の健全性を維持するとともに、発電用原子炉を未臨界に

移行するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切

に示されていること。 

 

 

【解釈】 
１ 「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれがある場合」

とは、発電用原子炉を緊急停止していなければならない状況にもかかわらず、原子炉

出力又は原子炉圧力等のパラメータの変化から緊急停止していないことが推定され

る場合のことをいう。 
 
２ 「発電用原子炉を未臨界に移行するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置

又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
（１）沸騰水型原子炉(BWR)及び加圧水型原子炉(PWR)共通 
 ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれ

がある場合」に、手動による原子炉の緊急停止操作を実施すること。 
 
（２）BWR 
 ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれ

がある場合」に、原子炉出力を制御するため、原子炉冷却材再循環ポンプが自動

停止しない場合は、手動で停止操作を実施すること。 
 ｂ）十分な反応度制御能力を有するほう酸水注入設備（SLCS）を起動する判断基
準を明確に定めること。 
 ｃ）発電用原子炉を緊急停止することができない事象の発生時に不安定な出力振動

が検知された場合には、ほう酸水注入設備（SLCS）を作動させること。 
 
（３）PWR 
 ａ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれ
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がある場合」に、原子炉出力を抑制するため、補助給水系ポンプが自動起動しな

い場合又はタービンが自動停止しない場合は、手動操作により実施すること。 
 ｂ）上記１の「発電用原子炉の運転を緊急に停止することができない事象のおそれ

がある場合」に、化学体積制御設備又は非常用炉心冷却設備による十分な量のほ

う酸水注入を実施すること。 
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１．２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であっ

て、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合において

も炉心の著しい損傷を防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「発電用原子炉を冷却するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれ

らと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
（１）全交流動力電源喪失・常設直流電源系統喪失を想定し、原子炉隔離時冷却系

(RCIC)若しくは非常用復水器（BWRの場合）又はタービン動補助給水ポンプ（PWR
の場合）（以下「RCIC等」という。）により発電用原子炉を冷却するため、以下に掲
げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等を整備する

こと。 
 ａ）可搬型重大事故防止設備 
 ⅰ）現場での可搬型重大事故防止設備（可搬型バッテリ又は窒素ボンベ等）を用い

た弁の操作により、RCIC等の起動及び十分な期間※の運転継続を行う手順等（手
順及び装備等）を整備すること。ただし、下記（１）ｂ）ⅰ）の人力による措置

が容易に行える場合を除く。 
 ｂ）現場操作 
 ⅰ）現場での人力による弁の操作により、RCIC等の起動及び十分な期間※の運転
継続を行う手順等（手順及び装備等）を整備すること。 
※：原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧対策及び原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧

時の冷却対策の準備が整うまでの期間のこと。 
 ｃ）監視及び制御 
 ⅰ）原子炉水位（BWR及び PWR）及び蒸気発生器水位（PWRの場合）を推定す
る手順等（手順、計測機器及び装備等）を整備すること。 
 ⅱ）RCIC等の安全上重要な設備の作動状況を確認する手順等（手順、計測機器及
び装備等）を整備すること。 
 ⅲ）原子炉水位又は蒸気発生器水位を制御する手順等（手順及び装備等）を整備す

ること。 
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（２）復旧 
 ａ）原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態において、注水（循環を含む。）す

ること及び原子炉を冷却できる設備に電源を接続することにより、起動及び十分

な期間の運転継続ができること。（BWRの場合） 
 ｂ）電動補助給水ポンプに代替交流電源を接続することにより、起動及び十分な期

間の運転継続ができること。（PWRの場合） 
 
（３）重大事故等の進展抑制 
 ａ）重大事故等の進展を抑制するため、ほう酸水注入系（SLCS）又は制御棒駆動
機構（CRD）等から注水する手順等を整備すること。（BWRの場合） 
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１．３ 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが高圧の状態であっ

て、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の減圧機能が喪失した場合において

も炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、原子炉冷却材圧力バ

ウンダリを減圧するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される

方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧する

ために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する

措置を行うための手順等をいう。 
 
（１）可搬型重大事故防止設備 
 ａ）常設直流電源系統喪失時において、減圧用の弁（逃がし安全弁（BWRの場合）
又は、主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁（PWRの場合））を作動させ原子炉
冷却材圧力バウンダリの減圧操作が行えるよう、手順等が整備されていること。 

 ｂ）減圧用の弁が空気作動弁である場合、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力

バウンダリの減圧操作が行えるよう可搬型コンプレッサー又は窒素ボンベを整

備すること。 
 ｃ）減圧用の弁が作動可能な環境条件を明確にすること。 
 
（２）復旧 
 ａ）常設直流電源喪失時においても、減圧用の弁を作動させ原子炉冷却材圧力バウ

ンダリの減圧操作が行えるよう、代替電源による復旧手順等が整備されている

こと。 
 
（３）蒸気発生器伝熱管破損（SGTR） 
 ａ）SGTR発生時において、破損した蒸気発生器を隔離すること。隔離できない場
合、加圧器逃がし弁を作動させること等により原子炉冷却材圧力バウンダリの

減圧操作が行えるよう、手順等が整備されていること。（PWRの場合） 
 
（４）インターフェイスシステム LOCA（ISLOCA） 
 ａ）ISLOCA発生時において、原子炉冷却材圧力バウンダリの損傷箇所を隔離する
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こと。隔離できない場合、原子炉を減圧し、原子炉冷却材の漏えいを抑制する

ために、逃がし安全弁（BWRの場合）又は主蒸気逃がし弁及び加圧器逃がし弁
（PWRの場合）を作動させること等により原子炉冷却材圧力バウンダリの減圧
操作が行えるよう、手順等が整備されていること。 
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１．４ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、原子炉冷却材圧力バウンダリが低圧の状態であっ

て、設計基準事故対処設備が有する発電用原子炉の冷却機能が喪失した場合において

も炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防止するため、発電用原子炉を冷却

するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「炉心の著しい損傷」を「防止するため、発電用原子炉を冷却するために必要な手

順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うた

めの手順等をいう。 
 
（１）原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時の冷却 
ａ）可搬型重大事故防止設備の運搬、接続及び操作に関する手順等を整備すること。 

 
（２）復旧 
 ａ）設計基準事故対処設備に代替電源を接続することにより起動及び十分な期間の

運転継続ができること。 
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１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、設計基準事故対処設備が有する最終ヒートシンクへ

熱を輸送する機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の

破損（炉心の著しい損傷が発生する前に生ずるものに限る。）を防止するため、最終

ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「最終ヒートシンクへ熱を輸送するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置

又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
（１）炉心損傷防止 
 ａ）取水機能の喪失により最終ヒートシンクが喪失することを想定した上で、BWR
においては、サプレッションプールへの熱の蓄積により、原子炉冷却機能が確保

できる一定の期間内に、十分な余裕を持って所内車載代替の最終ヒートシンク

（UHS）の繋ぎ込み及び最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができること。加え
て、残留熱除去系(RHR)の使用が不可能な場合について考慮すること。 
また、PWR においては、タービン動補助給水ポンプ及び主蒸気逃がし弁によ
る２次冷却系からの除熱により、最終的な熱の逃がし場への熱の輸送ができるこ

と。 
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１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 

【要求事項】 
 

１ 発電用原子炉設置者において、設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の

冷却機能が喪失した場合において炉心の著しい損傷を防止するため、原子炉格納容器

内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等が適切に整備されているか、又は

整備される方針が適切に示されていること。 

２ 発電用原子炉設置者は、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器

の破損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質の濃度を

低下させるために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適

切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 第１項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手

順等」及び第２項に規定する「原子炉格納容器内の圧力及び温度並びに放射性物質

の濃度を低下させるために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同

等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
（１）炉心の著しい損傷を防止するための原子炉格納容器の冷却等 
ａ）設計基準事故対処設備が有する原子炉格納容器内の冷却機能が喪失した場合に

おいて炉心の著しい損傷を防止するため、格納容器スプレイ代替注水設備によ

り、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等を整備

すること。 
 
（２）原子炉格納容器の破損を防止するための原子炉格納容器の冷却等 
ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するた

め、格納容器スプレイ代替注水設備により、原子炉格納容器内の圧力及び温度

並びに放射性物質の濃度を低下させるために必要な手順等を整備すること。 
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１．７ 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の破損を防止するため、原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために

必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されている

こと。 

 

 
【解釈】 
１ 「原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等」とは、以下

に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
（１）原子炉格納容器の過圧破損の防止 
 ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格納容器の破損を防止するた

め、格納容器圧力逃がし装置又は格納容器再循環ユニットにより、原子炉格納

容器内の圧力及び温度を低下させるために必要な手順等を整備すること。 
 
（２）悪影響防止 
 ａ）格納容器圧力逃がし装置の使用に際しては、必要に応じて、原子炉格納容器の

負圧破損を防止する手順等を整備すること。 
 
（３）現場操作等 
 ａ）格納容器圧力逃がし装置の隔離弁は、人力により容易かつ確実に開閉操作がで

きること。 
 ｂ）炉心の著しい損傷時においても、現場において、人力で格納容器圧力逃がし装

置の隔離弁の操作ができるよう、遮蔽又は離隔等の放射線防護対策がなされて

いること。 
 ｃ）隔離弁の駆動源が喪失した場合においても、格納容器圧力逃がし装置の隔離弁

を操作できるよう、必要な資機材を近傍に配備する等の措置を講じること。 
 
（４）放射線防護 
 ａ）使用後に高線量となるフィルター等からの被ばくを低減するための遮蔽等の放

射線防護対策がなされていること。 
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１．８ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器の破損を防止するため、溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却

するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示

されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「溶融し、原子炉格納容器の下部に落下した炉心を冷却するために必要な手順等」

とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順

等をいう。 
なお、原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却は、溶融炉心・コンクリート

相互作用(MCCI)を抑制すること及び溶融炉心が拡がり原子炉格納容器バウンダリに
接触することを防止するために行われるものである。 

 
（１）原子炉格納容器下部に落下した溶融炉心の冷却 
ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において、原子炉格納容器下部注水設備によ

り、原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 
 
（２）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下遅延・防止 
 ａ）溶融炉心の原子炉格納容器下部への落下を遅延又は防止するため、原子炉圧力

容器へ注水する手順等を整備すること。 
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１．９ 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉格

納容器内における水素による爆発（以下「水素爆発」という。）による損傷を防止す

る必要がある場合には、水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要

な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されているこ

と。 

 

 
【解釈】 
１ 「水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等」とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をい

う。 
 
（１）BWR 
 ａ）原子炉格納容器内の不活性化により、原子炉格納容器内における水素爆発によ

る原子炉格納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 
 
（２）PWRのうち必要な原子炉 
 ａ）水素濃度制御設備により、原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格

納容器の破損を防止するために必要な手順等を整備すること。 
 
（３）BWR及び PWR共通 
 ａ）原子炉格納容器内における水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するた

めに必要な設備が、交流又は直流電源が必要な場合は代替電源設備からの給電

を可能とすること。 
 ｂ）炉心の著しい損傷後、水－ジルコニウム反応及び水の放射線分解による水素及

び酸素の水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する手順等を整備するこ

と。 
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１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建

屋その他の原子炉格納容器から漏えいする気体状の放射性物質を格納するための施

設（以下「原子炉建屋等」という。）の水素爆発による損傷を防止する必要がある場

合には、水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等が適

切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「水素爆発による当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等」とは、

以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等を

いう。 
 
 ａ）炉心の著しい損傷が発生した場合において原子炉建屋等の水素爆発による損傷

を防止するため、水素濃度制御設備又は水素排出設備により、水素爆発による

当該原子炉建屋等の損傷を防止するために必要な手順等を整備すること。 
 ｂ）水素爆発による損傷を防止するために必要な設備が、交流又は直流電源が必要

な場合は代替電源設備からの給電を可能とする手順等を整備すること。 
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１．１１ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 

【要求事項】 
 

１ 発電用原子炉設置者において、使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失

し、又は使用済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵

槽の水位が低下した場合において使用済燃料貯蔵槽内の燃料体又は使用済燃料（以下

「貯蔵槽内燃料体等」という。）を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するた

めに必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されて

いること。 

２ 発電用原子炉設置者は、使用済燃料貯蔵槽からの大量の水の漏えいその他の要因に

より当該使用済燃料貯蔵槽の水位が異常に低下した場合において貯蔵槽内燃料体等

の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防止するために必要な手順等が適切に整備

されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 第１項に規定する「使用済燃料貯蔵槽の冷却機能又は注水機能が喪失し、又は使用

済燃料貯蔵槽からの水の漏えいその他の要因により当該使用済燃料貯蔵槽の水位が

低下した場合」とは、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則の解釈（原規技発第 1306193号（平成２５年６月１９日原子力規制
委員会決定））第３７条３－１(a)及び(b)で定義する想定事故１及び想定事故２におい
て想定する使用済燃料貯蔵槽の水位の低下をいう。 

 
２ 第１項に規定する「貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止

するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれと同等以上の効果を有す

る措置を行うための手順等をいう。 
 
 ａ）想定事故１及び想定事故２が発生した場合において、代替注水設備により、使

用済燃料貯蔵槽内燃料体等を冷却し、放射線を遮蔽し、及び臨界を防止するた

めに必要な手順等を整備すること。 
 
３ 第２項に規定する「貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防

止するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を

有する措置を行うための手順等をいう。 
 
 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位が維持できない場合において、スプレイ設備により、
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燃料損傷を緩和し、臨界を防止するために必要な手順等を整備すること。 
ｂ）燃料損傷時に、できる限り環境への放射性物質の放出を低減するための手順

等を整備すること。 
 
４ 第１項及び第２項の手順等として、使用済燃料貯蔵槽の監視は、以下によること。 
 
 ａ）使用済燃料貯蔵槽の水位、水温及び上部の空間線量率について、燃料貯蔵設備

に係る重大事故等により変動する可能性のある範囲にわたり測定できること。 
 ｂ）使用済燃料貯蔵槽の計測設備が、交流又は直流電源が必要な場合には、代替電

源設備からの給電を可能とすること。 
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１．１２ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯

蔵槽内燃料体等の著しい損傷に至った場合において工場等外への放射性物質の拡散

を抑制するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適

切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「工場等外への放射性物質の拡散を抑制するために必要な手順等」とは、以下に規

定する措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
ａ）炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損又は貯蔵槽内燃料体等の著しい損

傷に至った場合において、放水設備により、工場等外への放射性物質の拡散を

抑制するために必要な手順等を整備すること。 
ｂ）海洋への放射性物質の拡散を抑制する手順等を整備すること。 
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１．１３ 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事

故等の収束に必要となる十分な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基

準事故対処設備及び重大事故等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十

分な量の水を供給するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備され

る方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「設計基準事故の収束に必要な水源とは別に、重大事故等の収束に必要となる十分

な量の水を有する水源を確保することに加えて、設計基準事故対処設備及び重大事故

等対処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給するために

必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を

行うための手順等をいう。 
 
 ａ）想定される重大事故等の収束までの間、十分な量の水を供給できる手順等を整

備すること。 
 ｂ）複数の代替淡水源（貯水槽、ダム又は貯水池等）が確保されていること。 
 ｃ）海を水源として利用できること。 
 ｄ）各水源からの移送ルートが確保されていること。 
 ｅ）代替水源からの移送ホース及びポンプを準備しておくこと。 
 ｆ）水の供給が中断することがないよう、水源の切替え手順等を定めること。 
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１．１４ 電源の確保に関する手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場

合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損

傷及び運転停止中における発電用原子炉内の燃料体（以下「運転停止中原子炉内燃料

体」という。）の著しい損傷を防止するために必要な電力を確保するために必要な手

順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「電力を確保するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
（１）炉心の著しい損傷等を防止するために必要な電力の確保 
 ａ）電源が喪失したことにより重大事故等が発生した場合において、代替電源によ

り、炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損

傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するために必要な電力を

確保するために必要な手順等を整備すること。 
 ｂ）所内直流電源設備から給電されている２４時間内に、十分な余裕を持って可搬

型代替交流電源設備を繋ぎ込み、給電が開始できること。 
 ｃ）複数号機設置されている工場等では、号機間の電力融通を行えるようにしてお

くこと。また、敷設したケーブル等が利用できない状況に備え、予備のケーブ

ル等を用意すること。 
 ｄ）所内電気設備（モーターコントロールセンター(MCC)、パワーセンター(P/C)
及び金属閉鎖配電盤(メタクラ)(MC)等）は、共通要因で機能を失うことなく、
少なくとも一系統は機能の維持及び人の接近性の確保を図ること。 
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１．１５ 事故時の計装に関する手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生し、計測機器（非常用のものを含

む。）の故障により当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータ

を計測することが困難となった場合において当該パラメータを推定するために有効

な情報を把握するために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備される方

針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「当該重大事故等に対処するために監視することが必要なパラメータを計測するこ

とが困難となった場合においても当該パラメータを推定するために有効な情報を把

握するために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を

有する措置を行うための手順等をいう。なお、「当該重大事故等に対処するために監

視することが必要なパラメータ」とは、事業者が検討すべき炉心損傷防止対策及び格

納容器破損防止対策を成功させるために把握することが必要な発電用原子炉施設の

状態を意味する。 
 
 ａ）設計基準を超える状態における発電用原子炉施設の状態の把握能力を明確化す

ること。（最高計測可能温度等） 
 ｂ）発電用原子炉施設の状態の把握能力（最高計測可能温度等）を超えた場合の発

電用原子炉施設の状態を推定すること。 
  ⅰ）原子炉圧力容器内の温度、圧力及び水位を推定すること。 
  ⅱ）原子炉圧力容器及び原子炉格納容器への注水量を推定すること。 
  ⅲ）推定するために必要なパラメータについて、複数のパラメータの中から確か

らしさを考慮し、優先順位を定めておくこと。 
 ｃ）原子炉格納容器内の温度、圧力、水位、水素濃度及び放射線量率など想定され

る重大事故等の対応に必要となるパラメータが計測又は監視及び記録ができる

こと。 
 ｄ）直流電源喪失時に、特に重要なパラメータを計測又は監視を行う手順等（テス

ター又は換算表等）を整備すること。 
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１．１６ 原子炉制御室の居住性等に関する手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、原子炉制御室に関し、重大事故が発生した場合にお

いても運転員がとどまるために必要な手順等が適切に整備されているか、又は整備さ

れる方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「運転員がとどまるために必要な手順等」とは、以下に掲げる措置（原子炉制御室

の遮蔽設計及び換気設計に加えてマネジメント（マスク及びボンベ等）により対応す

る場合）又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
 ａ）重大事故が発生した場合においても、放射線防護措置等により、運転員がとど

まるために必要な手順等を整備すること。 
 ｂ）原子炉制御室用の電源（空調及び照明等）が、代替交流電源設備からの給電を

可能とする手順等（手順及び装備等）を整備すること。 
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１．１７ 監視測定等に関する手順等 

【要求事項】 
 

１ 発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生した場合に工場等及びその周辺

（工場等の周辺海域を含む。）において発電用原子炉施設から放出される放射性物質

の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために必要な

手順等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

２ 発電用原子炉設置者は、重大事故等が発生した場合に工場等において風向、風速そ

の他の気象条件を測定し、及びその結果を記録するために必要な手順等が適切に整備

されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 第１項に規定する「発電用原子炉施設から放出される放射性物質の濃度及び放射線

量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録するために必要な手順等」とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をい

う。 
 
 ａ）重大事故等が発生した場合でも、工場等及びその周辺（工場等の周辺海域を含

む。）において、モニタリング設備等により、発電用原子炉施設から放出される

放射性物質の濃度及び放射線量を監視し、及び測定し、並びにその結果を記録

するために必要な手順等を整備すること。 
 ｂ）常設モニタリング設備が、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 
 ｃ）敷地外でのモニタリングは、他の機関との適切な連携体制を構築すること。 
 
２ 事故後の周辺汚染により測定ができなくなることを避けるため、バックグラウン

ド低減対策手段を検討しておくこと。 
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１．１８ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

【要求事項】 
 

 発電用原子炉設置者において、緊急時対策所に関し、重大事故等が発生した場合にお

いても、重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員が緊急時対策所にとどま

り、重大事故等に対処するために必要な指示を行うとともに、発電用原子炉施設の内

外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡し、重大事故等に対処するために必要

な数の要員を収容する等の現地対策本部としての機能を維持するために必要な手順

等が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「現地対策本部としての機能を維持するために必要な手順等」とは、以下に掲げる

措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置を行うための手順等をいう。 
 
 ａ）重大事故が発生した場合においても、放射線防護措置等により、重大事故等に

対処するために必要な指示を行う要員がとどまるために必要な手順等を整備す

ること。 
 ｂ）緊急時対策所が、代替交流電源設備からの給電を可能とすること。 
 ｃ）対策要員の装備（線量計及びマスク等）が配備され、放射線管理が十分できる

こと。 
 ｄ）資機材及び対策の検討に必要な資料を整備すること。 
 ｅ）少なくとも外部からの支援なしに 1週間、活動するための飲料水及び食料等を
備蓄すること。 

 
２ 「重大事故等に対処するために必要な数の要員」とは、「重大事故等に対処するた

めに必要な指示を行う要員」に加え、少なくとも原子炉格納容器の破損等による工場

等外への放射性物質の拡散を抑制するための対策に対処するために必要な数の要員

を含むものとする。 
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１．１９ 通信連絡に関する手順等 

【要求事項】 
 

  発電用原子炉設置者において、重大事故等が発生した場合において発電用原子炉施

設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な手順等が

適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 

 

 
【解釈】 
１ 「発電用原子炉施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うため

に必要な手順等」とは、以下に掲げる措置又はこれらと同等以上の効果を有する措置

を行うための手順等をいう。 
 
 ａ）通信連絡設備は、代替電源設備（電池等の予備電源設備を含む。）からの給電

を可能とすること。 
 ｂ）計測等行った特に重要なパラメータを必要な場所で共有する手順等を整備する

こと。 
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２．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応に

おける要求事項 
 
２．１ 可搬型設備等による対応 
【要求事項】 
 
  発電用原子炉設置者において、大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊（以下「大規模損壊」と

いう。）が発生した場合における体制の整備に関し、以下の項目についての手順書が適

切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。また、当該

手順書に従って活動を行うための体制及び資機材が適切に整備されているか、又は整

備される方針が適切に示されていること。 
 一 大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合における消火活動に関

すること。 
 二 大規模損壊発生時における炉心の著しい損傷を緩和するための対策に関するこ

と。 
 三 大規模損壊発生時における原子炉格納容器の破損を緩和するための対策に関す

ること。 
 四 大規模損壊発生時における使用済燃料貯蔵槽の水位を確保するための対策及び

燃料体の著しい損傷を緩和するための対策に関すること。 
 五 大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減するための対策に関するこ

と。 
 
 
【解釈】 
１ 発電用原子炉設置者において、大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合におい

て、第１号から第５号までに掲げる活動を実施するために必要な手順書、体制及び

資機材等を適切に整備する方針であること。 

 

２ 第１号に規定する「大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場合におけ

る消火活動」について、発電用原子炉設置者は、故意による大型航空機の衝突によ

る外部火災を想定し、泡放水砲等を用いた消火活動についての手順等を整備する方

針であること。 

 
３ 発電用原子炉設置者は、本規程における「１．重大事故等対策における要求事項」
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の以下の項目について、大規模な自然災害を想定した手順等を整備する方針である

こと。 

 

１．２ 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原子炉を冷却するため 
 の手順等 
１．３ 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための手順等 
１．４ 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原子炉を冷却するため 
 の手順等 
１．５ 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための手順等 
１．６ 原子炉格納容器内の冷却等のための手順等 
１．７ 原子炉格納容器の過圧破損を防止するための手順等 
１．８ 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するための手順等 
１．９ 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための手順等 
１．１０ 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための手順等 
１．１１ 使用済燃料貯蔵槽の冷却等のための手順等 
１．１２ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 
１．１３ 重大事故等の収束に必要となる水の供給手順等 
１．１４ 電源の確保に関する手順等 

 

４ 発電用原子炉設置者は、上記３の項目について、故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムも想定した手順等を整備する方針であること。 
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２．２ 特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体制の整備 
【要求事項】 
 
  発電用原子炉設置者において、特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体

制が適切に整備されているか、又は整備される方針が適切に示されていること。 
 
 
【解釈】 
１ 発電用原子炉設置者において、工場等において故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムにより炉心の著しい損傷が発生するおそれがある場合又は炉心の著し

い損傷が発生した場合において、原子炉格納容器の破損による工場等外への放射性

物質の異常な水準の放出を抑制するため、特定重大事故等対処施設の機能を維持す

るための体制を整備する方針であること。 

 
２ 発電用原子炉設置者において、工場等外部からの支援が受けられるまでの間（例え

ば、少なくとも７日間）、特定重大事故等対処施設の機能を維持するための体制を整

備する方針であること。 
 


